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顧問弁護士のご案内 （オンライン対応）セミナー講師派遣のご案内

取り扱い業務のご案内

　企業活動において生じる人事労務や取引先とのトラブル、経営拡大・新規事業
によって生ずる新たなリスク。弁護士法人リーガルプラスは、「適正な価格」で社
内事情・業界をよく知る弁護士が、スピーディーに対応いたします。

【対応業種】介護・医療機関、保険代理業、飲食業、販売業、IT関連業、建築・
内装業、製造業　など

　リーガルプラスでは、交通事故、労災事故、相続トラブル、離婚、借金問題、企業
法務など、各地域で対応しています。まずはお気軽に、お近くの事務所へご相談く
ださい。

　リーガルプラスでは、ご希望に沿ったテーマでの社内セ
ミナーや、勉強会の講師派遣を承っております。
　近年、法令遵守の徹底や、それに伴うガバナンスの強
化、ハラスメントの予防・体制作りといった点に意識を持
たれる企業も多くなってきました。企業が抱えるさまざま
な問題について、弁護士が社内セミナーの講師として、研修を通じてコンプライア
ンス意識の向上や、労務管理のレベルアップを支援します。

【受付】 
TEL：03-6265-1686（平日 9：30〜18：00）

E-mail:mail@bengoshi-lp.com
講演研修テーマ・費用などお気軽にお問い合わせください。

【市川法律事務所】 
TEL：047-712-5100

【東京法律事務所】 
TEL：03-6265-1817

【千葉法律事務所】 
TEL：043-301-6761

【船橋法律事務所】 
TEL：047-407-4680

【成田法律事務所】 
TEL：0476-20-3031

【津田沼法律事務所】 
TEL：047-409-6371

【かしま法律事務所】 
TEL：0299-85-3350

ニュースレターをお読みになられた方からの法律相談・個別案件のお問い合わせ（平日・土曜  9：30〜18：00）

在宅勤務における事業場外労働によるみなし労働時間制の適用要件について
２０２０年春から新型コロナウィルスの影響によって、日本にお
いても在宅勤務（テレワーク・リモートワーク）が急速に普及し
ました。在宅勤務により、企業にとってはコストの削減、育児・
介護等に携わる優秀な人材の確保、営業効率等のメリットが考
えられます。他方で、従業員の働いている姿が目視できないた
め、労働時間の管理や正確な従業員の評価が困難となるデメ
リットが考えられます。こうした中で、時間外労働時間を把握す
ることが困難であることからも、労働時間の管理を簡便にする
ために、事業場外労働によるみなし労働時間制（以下「事業場
外みなし労働時間制」といいます。）の導入を検討する企業も増
えてきているように思います。

そこで、今回は、在宅勤務における「事業場外みなし労働時間
制」の適用要件について取り上げます。

１．事業場外みなし労働時間制とは
事業場外みなし労働時間制とは、事業場外労働者が業務の全

部又は一部を事業場外で従事し、使用者の指揮監督が及ばない
ために、当該業務に係る労働時間の算定が困難な場合に、使用
者のその労働時間に係る算定義務を免除し、その事業場外労働
については 「特定の時間」を労働したとみなすことのできる制
度です。所定の労働時間働いたということを「みなす」ことがで
きるため、労働時間の管理が簡便になります。

２．適用要件
事業場外みなし労働時間制を適用するためには、「事業場

外」で業務に従事し、かつ、「使用者の具体的な指揮監督が及ば
ず、労働時間を算定することが困難」な業務に該当する必要が
あります。

在宅勤務の特性としては、在宅勤務者の私生活の場所におい
て仕事と日常生活の時間帯が混在していることにあります。在

宅勤務者は自宅で仕事をしているため、在宅勤務者の本来所属
する事業場の外で仕事をしているといえ、「事業場外」とはいえ
ます。

また、労働時間を算定することが困難であることの要件とし
て、①業務に用いる情報通信機器が、使用者の指示により常時
通信可能な状態におくこととされていないこと、②業務が、使用
者の具体的な指示に基づいて行われていないことを満たす必要
があります。すなわち、使用者が在宅勤務者に情報通信機器を
用いて指示を行うことが可能であったり、使用者と在宅勤務者
とが業務を報告しあえる状態にある場合には、事業場外みなし
労働時間制を適用することは難しくなります。

以上より、事業場外みなし労働時間制の導入を検討する際に
は、上記の適用基準を満たしているか確認することが必要とな
ります。また、仮に導入できた場合であっても、労働安全衛生法
上の観点から従業員の労働時間や健康状態の管理をすること
は求められることになります。　　

リーガルプラスでは、中小企業法務から個人法律トラブルまで各地域で対応
しており、企業顧問は千葉県を中心に約60社担当しています。お気軽に、お
近くの事務所へご相談ください。

【船橋法律事務所】
所属弁護士：神津　竜平（こうづ　りゅうへい）

國學院大学法学部卒業、明治大学法科大学院修了後、弁護士
登録（千葉県弁護士会）。主に、交通事故、労災事故、相続、離
婚、中小企業法務（労務問題）を中心に活動を行う。趣味は旅
行、釣り。

プロフィール



お家時間の家族での過ごし方として、数十年ぶりに人生ゲームで遊ぶことに。人生ゲーム
は、億万長者を目指してコマを進め、さまざまな職業についたり、結婚、出産、転職、家を
購入したりなど言わずと知れたボードゲームですが、今回は初代から7代目となる最新バー
ジョンの定番人生ゲームを購入しました。基本となるベーシックステージに、新たに4つのエ
リアが追加され、ドリームトレジャー・キャリアアップ・ギャンブルなどのエリアを組み合わ
せ、エリア数によって遊ぶ時間も調節できるという改良品です。
ゲームの大まかな流れは従前モデルと変わらずですが、職業カードに「ロボットクリエイ
ター」や「ブランド農家」があったり、天然水でそばを打ってなぜか$45,000もらえたり、お
宝カードに「自動運転車」があるなどマイナーチェンジがされています。ちなみにゴール直
前のマスでは「火星への移住で＄250,000払う」が。以前であれば空想であったことが今では妙にリアルを感じつつ、人生縮図に一喜一
憂しています。7月発売予定の新作ではシリーズ初の「副業カード」や「リモートワーク」「置き配」などのトレンドワードも取り入れられて
いるとのこと。今後も進化が楽しみです。

編集後記

交通事故解決事例

ニュースレターをお読みになられた方からの法律相談・個別案件のお問い合わせ（平日・土曜  9：30〜18：00）

事例
Ａさんは交通事故にあう前、重い病気で入院しており、退院後は
自宅で療養していました。療養期間中、バイクに乗っていたとこ
ろ、車と衝突する事故にあい、鎖骨脱臼や下肢の骨折のお怪我
を負いました。

脱臼・骨折についての後遺障害はどのようになりますか。

病気療養のため、事故時は休職していました。しかし、
事故がなければ、病気から快復した後に復職するつもり
でした。
後遺障害が残って労働が難しくなった分の損害は認めら
れますか。

Q

Q

後遺障害という語感からは、治った後も調子が悪い状態とい
うイメージを受けるかもしれません。もっとも、骨の変形など
は、それ自体が後遺障害となります。この場合、関節が動かせな
いことや、痛み・痺れが続いていることなどの不自由が生じてい
ることは、必ずしも必要でありません。

Ａさんの場合、痛みや動かしにくさはほとんど残らなかったの
ですが、脱臼した鎖骨は変形してしまいました。また、折れた股
関節については、人工骨頭を入れる手術を行っていました。

これらの障害について、弁護士の意見書も付けたうえで後遺
障害の申請をしたところ、鎖骨の変形について第１２級、股関節
の骨折について第１０級の認定がなされ、全体として併合９級
の後遺障害認定を受けることができました。

後遺障害が残ってしまった場合、認定された障害の等級に応
じて、逸失利益の賠償がされます。逸失利益とは、労働能力が
減少してしまい、本来働いて得られるはずだった収入が得られ
なくなったことに対する損害です。例えば、後遺障害等級が９級
の場合、定年年齢の６７歳までの間、３５％分の労働能力が失
われたと考えます。

【市川法律事務所】 
TEL：047-712-5100

【東京法律事務所】 
TEL：03-6265-1817

【千葉法律事務所】 
TEL：043-301-6761

【船橋法律事務所】 
TEL：047-407-4680

【成田法律事務所】 
TEL：0476-20-3031

【津田沼法律事務所】 
TEL：047-409-6371

【かしま法律事務所】 
TEL：0299-85-3350

事故時働いていた方の場合、事故前の収入をベースにして、逸
失利益を算定することになります。

一方、事故時働いていない方ですと、その後働いていた可能性
が認められる場合に、逸失利益を請求できることになります。

Ａさんは、事故時、病気療養からの復職の具体的な見込みが
立っていない状態でした。そこで、弁護士から、ご病気が治癒に
近い状態であったことを示す退院証明書や、ご病気に関する事
故前後のカルテ、同種のご病気の方の事故賠償に関する裁判例
などを提出しました。そして、この事故がなければＡさんは、仕
事復帰してご収入もあるはずであったことを主張して、交渉を行
いました。その結果、定年までの期間について、ご病気前の年収
の５０％分をベースにした逸失利益の賠償を受けることができ
ました。

リーガルプラスでは、中小企業法務から個人法律トラブルまで、各地域で対
応しています。交通事故に関する相談件数は、千葉県を中心に年間約560件
の実績※がございます。まずはお気軽に、お近くの事務所へご相談ください。
※2020年1月1日～12月31日

【成田法律事務所】
所属弁護士：三浦　知草（みうら ちぐさ）

中央大学法学部法律学科卒業後、弁護士登録（千葉県弁護士
会）。
主に、交通事故、相続などを中心に活動を行う。趣味は読書、
野球・ボクシング・相撲のTV観戦。

プロフィール


